








〔研究目的〕 

 極小未熟児・超未熟児を中心とする重篤な疾患のある所謂,ハイリスク児は,近年の胎

児・新生児に関する医学的,基礎的研究を基盤にした医療がなされるようになり,その生命

予後は大きく改善すると共に,後障害の発生も著しく減少していることは,衆知のことであ

り,すでに本研究班報告書にも報告して来た。また,ハイリスク児に対する医療を社会・経

済的に最も合理的に行うには,NICU を中心にして,ハイリスク児の搬送体制を整えた新生

児医療の地域化である。この新生児医療の地域化によって,ハイリスク児の予後の改善は,

地域新生児死亡率の減少として明らかにされたこともすでに報告して来た。しかし,これら

のハイリスク児の長期予後は,地域全体としてどうか,すなわち,新生児医療の地域化を行

うことによって後障害発生がその地域全体として改善されているかを明らかにした報告を,

わが国からは見ない。このことは,地域全体の出生児の予後の調査研究は,一医療機関とし

て行うことは不可能であり,多くの関係機関の協力体制の下にシステム化がなされなけれ

ばならない。今年度は,このようなシステムが確立されるための基礎的な資料として,昭和

57年 4月より新生児医療の地域化が実施された静岡県東部地域の6ヵ月間のハイリスク児

の follow-up の現状を報告して,地域の関係機関の協力の下にハイリスク児の follow-up

システムの確立を計ることを目的とする。 


